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Ⅰ. はじめに
平成年改正前商法条 (以下 ｢旧商法条｣ という｡) は, ｢自己ノ
氏, 氏名又ハ商号ヲ使用シテ営業ヲ為スコトヲ他人ニ許諾シタル者ハ自
己ヲ営業主ナリト誤認シテ取引ヲ為シタル者ニ対シ其ノ取引ニ因リテ生
ジタル債務ニ付其ノ他人ト連帯シテ弁済ノ責ニ任ズ｣ と規定していた｡
同条の趣旨は, 禁反言ないし権利外観理論を基礎として, 名板貸人が
営業主であるという外観が存在する場合において, その外観を信頼して
名板借人と取引をした第三者を保護するために, その取引によって生じ
た債務につき, その外観への与因行為である名板貸行為を帰責事由とし
て, 名板貸人に名板借人との連帯責任を負担させる規定であると解され
ている
(１)
｡ すなわち, 同条は, 実質的営業主である名板借人の営業上の債
務についての責任を当然の前提とした上で, 表見的営業主である名板貸
中京法学巻３・４号 (年) ()
論 説
人に名板貸行為を帰責原因として, その名板借人との連帯責任を負担さ
せる規定である
(２)
｡
従来, 旧商法条に関しては, 数多くの判例・裁判例が出され, 商法
学界においては, 判例・裁判例における争点を巡って議論が展開されて
きた｡ その議論の中で, 旧商法条の類推適用の可否が重要な論点となっ
ていた｡ すなわち, 名板貸人が非商人であった場合
(３)
, 名板借人が非商人
であった場合
(４)
, 名板貸人の名称が商号以外に使用された場合
(５)
, 営業をな
すことではなく個々の取引について名称の使用を許諾した, または, 使
用回数を限定して名義を使用することを許諾した場合
(６)
, 手形行為につい
てのみ名義の使用を許諾した場合
(７)
, 名板借人が取引行為の外形を持つ不
法行為によって損害賠償債務を負担した場合
(８)
である｡
このような旧商法条の類推適用に関する議論が展開される中, 平成
７年月日, 最高裁は, テナント契約に基づき営業が行われていて,
商号の使用の許諾の事実もなく, 商号使用による営業の事実もない事案
に対して, 旧商法条の類推適用を肯定する判決を下した (以下 ｢平成
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(１) 大隅健一郎 『商法総則 [新版]』 (有斐閣, 年) ～頁, 鴻常夫
『商法総則 [新訂第５版]』 (弘文堂, 年) 頁, 田中誠二 『全訂商法
総則詳論』 (勁草書房, 	年) 
頁, 田邊光政 『商法総則・商行為法
[第４版]』 (新世社, 年) 頁, 濱田惟道編 『商法総論・総則』 (青林
書院, 	年) 頁 (担当：福原紀彦) (以下 ｢福原｣ とする｡), 弥永真
生 『リーガルマインド商法総則・商行為法 [第３版]』 (有斐閣, 年)
頁, 米沢明 『名板貸責任の法理』 (有斐閣, 	年) 頁・頁｡
(２) 間接的に商号真実の要請にも応じるものである, とされている｡ 大隅・
前掲注 (１) ～頁, 福原・前掲注 (１) 頁, 米沢・前掲注 (１)
頁｡
(３) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(４) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(５) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(６) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(７) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(８) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
７年判決｣ という｡
(９)
)｡ この平成７年判決に関しては, 様々な評価がなさ
れ
()
, 旧商法条の適用範囲について再検討の必要性が主張されていた
()
｡
特に, 平成年商法改正・会社法制定後, 平成７年判決は, 厳しく批判
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(９) 民集	巻９号頁以下, 判時号 (
年) 
頁以下, 判タ号
(
年) 頁以下｡
() 平成７年判決に関する論稿は, 以下のとおりである｡ 池田賢 ｢スーパー
マーケットがテナントの販売した商品の欠陥による損害について商法条
の類推適用により名板貸人と同様の責任を負うとされた事例｣ 北大法学論
集	巻１号 (
年) 頁以下, 池野千白 ｢テナント契約｣ 浜田道代他
編 『現代企業取引法』 (税務経理協会, 年) 	頁以下, 石原全 ｢商法
条の類推適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同様の
責任を負うとされた事例｣ 判例評論	号 (
年) 
頁以下, 梅津昭彦
｢スーパーマーケットに出店しているテナントと買物客との取引に関して
商法条の類推適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同
様の責任を負うとされた事例｣ 法学
巻１号 (年) 頁以下, 遠藤
喜佳 ｢購入したインコの保有病原体により家族が罹患死亡等した事故につ
いてペット販売店をテナントとして営業させていたスーパーに名義貸責任
を肯定した事例｣ 金判号 (
年) 	頁以下, 大杉謙一 ｢商法条の
『類推』 ？【最判平成７年月日と使用者責任・製造物責任・法創造的
判決】｣ 自由と正義	巻６号 (年) 頁以下, 河邉義典 ｢スーパーマー
ケットに出店しているテナントと買物客との取引に関して商法条の類推
適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同様の責任を負う
とされた事例｣ 法曹時報巻３号 (年) 頁以下, 片木晴彦 ｢スー
パー・テナント関係に対する商法	条 (会社法９条) の類推適用｣ 『商法
(総則商行為) 判例百選 [第５版]』 (有斐閣, 年) 
頁以下, 神作裕
之 ｢名板貸責任の要件｣ 法学教室
号 (年) 頁以下, 古瀬村邦夫
｢スーパーマーケットに出店しているテナントの取引に対するスーパーマー
ケットの名板貸責任｣ 私法判例リマークス＜上＞ (年) 	頁以下,
小塚壮一郎 ｢スーパー経営者の対消費者責任―商法条の類推適用｣ 法協
	巻号 (年) 頁以下, 小林俊明 ｢ペットショップをテナントと
したスーパーの名板貸責任｣ 法学教室号 (
年) 頁以下, 清水真
希子 ｢テナント, インターネット・モール, フランチャイズ・チェーンに
おける名板貸責任｣ 法学巻５号 (年) １頁以下, 永井和之 ｢企業活
動に対する名板貸責任の拡大｣ 判タ号 (
年) ２頁以下, 同 ｢スー
パー経営会社の名板貸責任｣ 平成７年重要判例解説 (
年) 頁以下,
された
()
｡
このような状況において, 平成７年判決後, 会社法９条の類推適用が
争われる事案が見受けられるようになった｡ 判決の動向としては, 会社
法９条の類推適用による解決の方向性は肯定するものの, 類推適用の要
件を満たさないとして, 類推適用を認めない判決が続いた
()
｡
これに対して, 神戸地裁
()
は平成年２月日判決において, そして,
その控訴審である大阪高裁
()
は平成年月日判決において, 会社法９
条の類推適用を肯定した｡ 事案の内容としては, 平成７年判決と同様に,
テナント契約に基づく営業がなされており, 商号使用による営業の許諾
の事実も, 商号使用による営業の事実もない事案であった｡ 両判決は,
平成７年判決を引用して, 会社法９条の類推適用を肯定して, 取引の相
手方を保護した｡
この２つ判決に対しても, 平成７年判決と同様に, 詳細な検討がなさ
れ
(	)
, 厳しく批判もなされている｡ 今後, これらの検討・批判を契機とし
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野口恵三 ｢スーパーマーケットに出店しているテナントの販売行為とスー
パーの名板貸責任｣ 
号 (	年) 頁以下, 松崎良 ｢スーパーマー
ケットに出店しているテナントと買物客との取引に関して商法条の類推
適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同様の責任を負う
とされた事例｣ 判タ	号 (	年) 頁以下, 山崎善久 ｢テナントの貸
主に名板貸し責任を認めた最高裁判決｣ 法律のひろば巻４号 (	年)
頁以下, 吉川栄一 ｢ペットショップをテナントとして営業させていたスー
パーマーケットの名板貸責任｣ 
	号 (年) 	頁以下等｡
() 野上誠一 ｢名板貸をめぐる裁判例と問題点｣ 判タ号 (年) 頁
以下は, 昭和	年以降の判例・裁判例について詳細な分析を行っている｡
() 後掲注 () 参照｡
() 広島地判平成８年５月日判タ号頁, 東京地判平成年７月日
判タ号	頁, 東京地判平成年９月日公刊物等未掲載, 千葉地判
平成年２月日判決｡ 野上・前掲注 () ～頁参照｡
() 神戸地判平成年２月日判時号頁以下｡
() 大阪高判平成年月日金判号８頁以下｡
(	) 評釈として, 池野千白 ｢ホテル店内マッサージ店とホテルの外観責任―
大阪高判平成年月日―｣ 号 (年) 頁
て, 商法条および会社法９条の類推適用のための要件の再検討がなさ
れることが予想される｡
そこで, 本稿においては, 平成７年判決の理論構成の再検討, 類推適
用の可否, 類推適用の要件の検討を行い, その検討を踏まえて, 平成
年に下された２つの判決の検討を行い, 営業主体の誤認混同に対する第
三者の保護の在り方の示唆を得たいと考える｡
Ⅱ. ペットショップ事件
第１. 事案の概要
１. テナント契約に基づく営業について
(). Ｙ会社 (被告・控訴人・被上告人) は, チェーンストア形式によ
る総合小売業などを営む株式会社であり, 神奈川県座間市において, 地
上４階建て (屋上あり) の店舗 (以下 ｢本件店舗｣ という｡) でスーパー
マーケットを営んでいた｡ Ｙ会社は, 本件店舗内に直営の売場を設ける
ほか, いわゆるテナントに出店させていた｡ Ａ (被告補助参加人・控訴
人補助参加人・被上告補助参加人) は, このテナントとして, 昭和年
３月１日, Ｙ会社との間で出店及び店舗使用に関する契約 (以下 ｢本件
中京法学巻３・４号 (	年) ()
以下, 北村雅史 ｢ホテル内に出店するマッサージ店の施術の過誤に関する
会社法９条の類推適用に基づくホテル運営会社の責任｣ 法教号 (

年) 	頁以下, 高田晴仁 ｢ホテル内で営業しているマッサージ店の債務
不履行・不法行為責任とホテル経営会社に対する会社法９条の類推適用｣
私法リマークス(年) ＜上＞
頁以下, 得津晶 ｢ホテル内のマッサー
ジ店による後遺障害と会社法９条類推適用｣ ジュリ号 (年) 
頁以下, 岐孝宏 ｢テナント営業に対するホテル主の名板貸責任 (類推)｣
法セミ
号 (
年) 
頁, 弥永真生 ｢会社法判例速報｣ ジュリ号
(
年) ２頁以下がある｡
テナント契約｣ という｡) を締結し, 当初は ｢山宮ペットコーナー｣, 後
には ｢ペットショップ八島｣ ないし ｢八島ペット｣ の店名または屋号で,
本件店舗屋上の一部においてぺットショップを営んでいた｡
(). 本件店舗の外部には, Ｙ会社の商標を表示した大きな看板が掲げ
られていたが, テナント名は表示されていなかった｡
(). 本件テナント契約においては, (). Ａは, 店舗の統一的営業方
針及び出店者間の合理的均衡を維持するため, Ｙ会社の承諾した取扱品
目 (ペット) について営業するものとし, Ｙ会社の承諾なしにこれを変
更することができないこと, (). 賃料は, 一定額の固定賃料と売上額
を基準とした変動賃料とから成り, その支払方法は, Ｙ会社がＡの売上
金を毎日管理し, これから賃料, 共益費その他の諸経費を控除してＡに
返還するというものであること, (). Ａは, 営業時問, 休業日, 商品
物品の搬入搬出, 清掃, 従業員の就業等, 日常の営業行為またはその付
随行為につき, Ｙ会社が定める店内規則を遵守し, 店内規則に定めのな
い事項についてはＹ会社の指示に従うこと, などが定められていた｡
(). ところで, 昭和年２月当時, 本件店舗にはＡを含めて約のテ
ナントが入っていたが, 店内数箇所に設けられた顧客案内用の館内表示
板には, Ｙ会社が販売する商品の種類が黒文字で, その右横にテナント
名が青文字で表示され, 	 (屋上) の部分には, 青文字で ｢プレイラ
ンド｣ 及び ｢ペットショップ八島｣ と表示されていた｡
(). また, Ａを含む各テナントの賃借部分の前には, 天井から横約

センチメートル, 縦約
センチメートルのテナント名を書いた看板がつ
り下げられていた｡
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(). 本件店舗のＹ会社直営の売場では, 原則として, いわゆるスーパー
マーケット販売方式 (顧客が, スーパー専用の買物かごを持ち, 購入す
る商品を買物かごに入れ, その階のレジで代金を一括して支払う方式)
で営業されていたが, Ａなどテナントの売場では, それぞれ独自のレジ
を設け, 対面販売方式で営業を行っていた｡
(). 本件店舗のＹ会社直営の売場では, 原則として従業員が制服と名
札を着用していた｡ これに対して, Ａにおいては, Ｙ会社の制服や名札
を着用せず, また, ｢八島ぺット｣ と表示されたレシートを発行し, 包
装紙や代済みテープもＹ会社のものとは異なるものを使用していた｡ た
だし, Ａは, レシートの発行のほかには, 自己の名称を積極的に表示す
ることはしていなかった｡
(). 本件店舗の屋上では, Ａがペットショップを営業していたほかは,
テナントである秋坂商会が経営するプレイランドと称する子供用遊戯施
設が設けられていただけであり, Ｙ会社直営の売場はなかった｡ そして,
店内の４階から屋上に上がる階段の登り口に設置されたプラスチック製
屋上案内板には, 比較的大きな赤文字で ｢屋上遊園地, ペットショップ｣
と表示され, また, 階段の踊り場正面の壁には, 樹木を型取った模様の
中に比較的大きな青文字で同様の表示がされており, いずれもテナント
名の表示はなかった｡
(). Ａは, Ｙ会社から賃借していた契約場所をはみ出し, ４階から屋
上に上がる階段の踊り場等に値札を付けた商品を置き, また, 契約場所
以外の壁に ｢大売出し｣ と大書した紙を何枚も張りつけるなどしていた
が, Ｙ会社は, これを黙認していた｡
中京法学巻３・４号 (	
年) ()
２. 請求の概要および争点について
Ｘ(当時, 中学２年生) は, 昭和年２月, テナントＡから, 手乗
りインコ２羽を購入した｡ ところが, この２羽のインコがオウム病クラ
ミジアを保有していたため, 間もなく, 家族がオウム病クラミジアに感
染し, 母親はオウム病性肺炎で死亡したほか, 父親Ｘがオウム病性肺
炎を, その子Ｘ, Ｘ, Ｘもオウム病を発症した｡
Ｘ～Ｘ(原告・被控訴人・上告人) (以下 ｢Ｘ｣ とする｡) は, イ
ンコが死亡および病気の原因であるとして, Ｙ会社に対して損害賠償を
請求した｡ Ｙ会社の責任原因として, (). 動物占有者の責任 (民
条１項), (). 一般不法行為責任 (民	
条), (). 契約責任 (民
条), (). 名板貸責任 (商条), (). 名板貸責任の類推適用を選択
的に主張した｡
() ないし () はＹ会社自身がインコの売主であるとした場合に
おけるＹ会社の責任原因である｡ これに対し, () および () は,
テナントであるＡがインコの売主であって, Ａに () ないし () の
何れかの責任があるとした場合におけるＹ会社の責任原因である｡
第２. 判旨
１. 平成３年３月26日横浜地裁判旨 (一部認容・一部棄却
(17) (18)
)
(1). 商法23条の法意, および, Ｘの主張について
｢商法条の法意は, 第三者が名義貸与者を真実の営業主であると誤認して, 名
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 判時
	号(

年) 頁以下, 判タ号 (

年) 	頁以下｡ なお,
本文中の引用判決文に付した下線および強調は筆者によるものである｡ 以
下, 同じである｡
義貸与を受けた者との間で取引をなした場合に, 『自己の名称を使用して営業を
なすことを許諾したこと』 を帰責事由として, 名義貸与者 (表見的営業主) に真
実の営業主と同様の責任を負わせ, もって, 名義貸与者が営業主であるとの外観
を信頼した第三者を保護し, 取引の安全をはかるというにあるところ, Ｘは, Ｙ
会社は同一外観の営業店舗を各地に設け, その商号である 『忠実屋』 について営
業上の信用や名声を博しているものであるところ, Ｙ会社のテナントであるＡに
その信用・名声を利用させ, その対価を賃料名目で収受しているのであるから,
Ａに対し, 自己の商号利用行為について明示の許諾を与えたのと同視できる旨主
張する｡｣
(2). テナント契約の目的
｢一般に名義貸の目的は, 名義借人が名義貸人の信用や名声を利用して自己の営
業を有利に運営しようとするにあるところ, 本件においても, Ａは, 首都圏に多
数の店舗を有し大々的に総合小売業を営んでいるＹ会社の店舗にテナントとして
入ることにより, Ｙ会社の信用と名声を利用して自己の営業を有利に展開しよう
としたことが容易に推認される｡ 他方, Ｙ会社は, Ｙ会社の商標を大きく掲げた
４階建て建物 (屋上あり) を店舗として自己の営業を行い, その店舗内の一部に
出店を許したテナントに対し, Ｙ会社店の統一的な営業方針に従い, その繁栄と
信用保持に最善の努力を尽くすことを要求するとともに, 営業時間, 休業日, 商
品等の搬出搬入, 売上金の管理, 取扱品目変更の原則的禁止など様々な営業上の
制約を課し, また, 店内数か所にテナントの表示を含む店内 (館内) 案内板を設
けるなどして, 総合小売業としての店舗全体の営業を統一的に行っていたことが
認められる｡｣
(3). 商法23条の類推適用について
｢このような事実関係のもとでは, Ａの営業はあたかもＹ会社店の営業の中に組
み込まれその一部となっているかの如き外観を呈し, Ｙ会社の店舗内で買物をす
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 評釈として, 神崎克郎 ｢商品の瑕疵による損害につき販売店をテナント
としたスーパーに名義貸人の責任を認めた事例｣ 商事法務	号 (
年)
頁以下, 神作裕之 ｢ペット販売店をテナント店としたスーパーの名板
貸責任｣ ジュリ号 (年) 頁以下がある｡
るという意識で来店する一般買物客からすると, 特段の事情のない限り, Ａの営
業をＹ会社の営業と誤認するのは, むしろ避け難いところであると思料される｡
したがって, 取引の安全を保護する見地からして, 本件においても, 商号使用の
許諾があった場合に準じて, 商法条を類推適用し, Ａの営業をＹ会社の営業と
区別するに足りる何らかの標識が備えられていない限り, Ｙ会社について名義貸
人の責任を肯定するのが相当であるというべきである｡｣
(4). 営業を区別する標識の存否について
｢そこで, …, 標識の存否について検討する｡ …
(一) Ｙ会社店においては, １階から４階までＹ会社直営の売場があり, 原則と
して, スーパーマーケット販売方式 (すなわち, 顧客は, スーパー専用の買物か
ごを持ち, 購入する品物を買物かごに入れ, その階のレジで代金を一括して支払
う方式) で営業がなされていた｡ なお, Ｙ会社の従業員は, 原則として, 制服を
着用していた｡
(二) 他方, Ｙ会社が自己の店舗内で外部の業者に営業させる契約形態には, 大
別してテナント契約と催事契約があり, テナント契約では, …Ｙ会社が場所を貸
して賃料その他共益費をとるだけで営業主体はあくまでテナントであるのに対し,
催事契約では, Ｙ会社が特定の業者に委託して店内の一定の場所において営業を
行わせるもので, 営業主体はＹ会社である｡ そして, テナントも催事業者も, そ
れぞれ独自のレジを設け, 対面販売方式で営業を行っていた｡
(三) 昭和年２月当時, Ｙ会社には, Ａを含む約のテナントが入っており,
店内数か所に設けられた顧客案内用の館内表示板には, 各フロアー毎にＹ会社が
販売する商品の種類が黒文字で, その右横にテナント名が青文字で表示され (右
各表示板の(屋上) の部分には, 青文字で ｢プレイランド｣ 及び ｢ペットショッ
プ八島｣ と表示されていた｡), また, 各テナント賃借り部分の前の天井から横約
	
センチメートル, 縦約
センチメートルのテナント名を書いた同型の看板が吊
り下げられていた｡
(四) Ａは, 昭和年３月１日以降, 契約場所内にレジを設け, 当初山宮ペット
コーナーの名称でペットショップを営んでいたが, Ｙ会社店が改装された際, 店
内案内板に間違えてペットショップ八島と表示された後は, 特にこれに異議をと
なえることなく, 八島ペットと表示されたレシートを発行していた｡ なお, Ａは,
Ｙ会社従業員の制服を着用せず, 包装紙や代済テープもＹ会社のものとは異なる
ものを使用していたが, …レシート発行の他には, 自己の名称を積極的に表示す
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
ることはしていなかった｡
(五) Ｙ会社店の屋上では, Ａがペットショップを営業していた他は, プレイラ
ンドと称して有料の子供用遊戯器具が設置されているだけであり, Ｙ会社直営の
売場は存在しなかった｡ そして, 店内の４階から屋上 (５階) に上がる階段の登
り口に設置されたプラスチック製屋上案内板には, 『屋上遊園地, ペットショッ
プ』 と比較的大きな赤文字で表示され, また, ４階から屋上に上がる階段の踊り
場正面の壁には, 樹木を型取った黄緑色の模様の中に, 比較的大きな青文字で
『ペットショップ』 及び 『屋上遊園地』 の表示がなされていた｡
(六) ＡがＹ会社から借りていた契約場所は, 壁ないし板ガラスで仕切られ, 出
入口にはガラス製の片開き戸が設けられていたが, Ａは, 契約場所をはみ出し,
４階から５階に上がる踊り場や５階の階段を上がったホール, 屋上 (戸外) への
出入り口外部など…に, 値札を付けた水槽, 鳥籠, 犬小屋, 金魚, 犬などの商品
を置き, また, 屋上 (戸外) には釣堀用の水槽を置いてこれを管理しており, 契
約場所以外の壁に 『大売り出し』 と大書した紙を何枚も貼りつけるなどしていた
が, Ｙ会社は, これを黙認していた｡
(七) 平成２年９月日当時, Ｙ会社内では, ８店のテナントが営業していたと
ころ (Ａは平成元年月日に退店した｡), 小出カメラ (１階), つじむら, コ
ミヤ, ナヲミ (２階) の４店は, 前記同型の看板の他に, 各自の賃借り部分の外
側に沿って天井から自己の名称 (商号) を表示した独自の看板を吊り下げるなど
して, 自己の営業とＹ会社の営業を区別する方策を講じていたが, 他方, １階菓
子店 ｢金花｣ のように, Ｙ会社と短期営業契約を締結し, 自らは看板を掲げずに
営業をしているテナントや, １階 ｢いずみ花園｣ のように, Ｙ会社から借りてい
る場所を大きくはみ出して商品を展示しているテナントも存在した｡ また, ２階
北西側の左右を壁で仕切られた催事売場 (テナント退店後のスペースを利用した
もの), 並びに, １階の医薬品売場及び資生堂化粧品売場 (天井から 『医薬品』
ないし 『資生堂化粧品』 の看板を吊り下げていた｡) のようにＹ会社直営ではあ
るが, レジが別で店員がＹ会社の制服を着用しておらず, Ｙ会社直営であること
が一見して明らかでない売場も存在した｡
右認定の事実中, Ｙ会社が, Ａの店の前にテナント名の入った吊り看板を設け
るとともに, 館内表示板の項にテナントであることを示す青文字でペットショッ
プ八島と表示していたこと, また, Ａも, 独自のレジで八島ペットと記載された
レシートを発行し, Ｙ会社の制服を着用せず, 包装紙, 代済テープもＹ会社のも
のとは異なるものを使用していたことは, 顧客に対し, Ａの営業とＹ会社の営業
とを区別する標識としての意味をある程度は有していたものと認められる｡
しかしながら, 他方, …屋上 (５階) には, Ａのペットショップと屋上遊園地
(子供用遊戯器械が置いてあるもの) があるだけで, Ｙ会社直営の営業部分は存
中京法学	巻３・４号 (
年) ()
在しなかったこと (従って, レジもＡのもの１か所だけであった｡), ４階から屋
上への登り口に設置された屋上案内板等にもペットショップと記載されていたの
みで, Ａの名称 (商号) は表示されていなかったこと (他のテナントについては,
かかる案内板は設置されていない｡), Ａは, 屋上に上がる階段の踊り場から階段
を上がったホール等に値札をつけた自己の商品を置き, 契約場所以外の壁に大売
り出しと書いた紙を何枚も貼り, また, 屋上戸外に釣堀を設置してこれを管理す
るなど, 契約場所を大きくはみ出して営業していたこと, Ａの店の前の吊り看板
は, 比較的小さいもので, 目立ちにくいこと, これに対し, １階ないし２階で営
業するテナント４店 (小出カメラ, つじむら, コミヤ, ナヲミ) は…同型の吊り
看板の他に, それぞれの賃借り部分の外側に沿って天井から自己の名称 (商号)
を表示した独自の看板を吊り下げるなどしていたこと, Ｙ会社が館内表示板にテ
ナントを青文字で表示していたとしても, 顧客がその表示板を見てから買物をす
るとは限らず, また見たとしても, 青文字で表示された部分について営業主体が
異なることを意味すると理解できるとは限らないこと, 取り扱う商品によっては,
Ｙ会社直営でもＹ会社の制服を着用しない場合があり (たとえば, Ｙ会社直営の
１階医薬品売場の店員は, 白衣を着用している｡), 店員が制服を着用していなかっ
たとしてもＹ会社の営業でないとはいえないことなどの事情に, 本来Ｙ会社舗内
でのテナントの営業がＹ会社の営業と誤認されやすいことを併せ考慮すると, 前
記のように吊り看板やレシートにＡの名称が記載され, また, Ａの服装, 包装紙,
代済テープがＹ会社のものと異なっていたとしても, 一般の顧客をしてＹ会社内
におけるＡの営業をＹ会社の営業と区別させる標識としてはいまだ十分ではない
と判断される｡｣
(5). Ｙ会社の帰責事由について
｢Ｙ会社は, 顧客に対する屋上案内板等にペットショップがあることを積極的に
表示し, さらに, Ａが契約場所を大きくはみ出して営業するのを黙認していたの
であるから, Ｙ会社には, 営業主体を誤認させるような外観作出について, 本件
テナント契約の締結のみに止まらない帰責事由があるというべきである｡｣
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
２. 平成４年３月11日東京高裁判旨 (Ｙ会社敗訴部分取消し・Ｘ請求棄
却
(19) (20)
)
(1). テナント契約における買物客の誤認について
｢Ｙ会社店のような営業形態においては, Ｙ会社店に来店する買い物客のうち
には, Ｙ会社の直営売場とＡらテナント店との営業主体の識別ができずに, テ
ナント店をＹ会社の直営売場であると誤認し, テナント店から商品を購入した
場合でも, Ｙ会社から購入したものと誤信する者が存するであろうことは否定
できないところである｡ 本件において, そのような場合における, 買い物客と
Ａらテナント店との取引行為に関するＹ会社の責任については次のように解す
べきである｡｣
(2). 商法23条の類推適用について
｢すなわち, Ｙ会社において買い物客がそのような誤認をするのも止むを得ない
外観を作出し, あるいはＡがそのような外観を作出したのを放置, 容認していた
ものと認められる場合で, しかも, Ｙ会社に商法23条にいう商号使用の許諾と同
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 判時	号 (年) 頁以下, 判タ
	
号 (年) 頁以下｡
() 評釈として, 神作裕之 ｢ペット販売店をテナント店としたスーパーの名
板貸責任｣ ジュリ
号 (年) 
頁以下, 蓮井良憲 ｢購入したインコ
の保有する病原体によりオウム病性肺炎を罹患し死亡又は受傷した事故に
基づく販売店をテナントしたスーパーに対する債務不履行による損害賠償
請求につき, 商法条の類推適用が否定された事例｣ 判例評論号 (
年) 頁以下, 盛岡一夫 ｢購入したインコの保有病原体によりオウム病
性肺炎を罹患し家族が死亡等した事故につき販売店をテナントとして営業
させていたスーパーの名義貸人の責任を否定した事例｣ 金判号 (
年) 頁以下, 山口和男 ｢スーパーのテナントであるペットショップのペッ
トの販売取引についてスーパーの名板貸人としての責任が認められなかっ
た事例｣ 判タ	号 (平成４年度主要民事判例解説) (年) 頁以下,
米沢明 ｢ペットの保有病原体により罹患死亡等した家族の損害につきペッ
ト販売店をテナントとしたスーパーの名義貸責任｣ 私法リマークス
＜下＞ (年) 頁以下がある｡
視できる程度の帰責事由が存すると認められるときに, Ｙ会社は, 同規定の類推
適用により, 買い物客とテナント店との取引に関して, 名板貸人と同様の責任を
負うものと解するのが相当である｡｣
(3). 外観の存在の判断方法について
｢そして, 右にいう外観は, 買い物客がＹ会社店内の個々のテナント店で買い物
をする場合について, その店名の表示の有無, 領収書の発行名義, 包装紙や代済
みテープ及び店員の服装のＹ会社の売場との相違など, テナント店の表示やその
営業行為を全体的に観察して客観的に判断すべきである｡ したがって, 前記のよ
うに, Ｙ会社がその商号を掲げた４階建てのＹ会社店において, テナント店をし
て自己の統一的営業方針に従わせて, 総合小売業として統一的な営業を行ってい
るということは, 右判断の一事情ではあるということができるが, そのことのみ
をもって直ちにＹ会社において買い物客が右の誤認をすることが止むを得ない外
観を作出したものであり, 買い物客がＹ会社店内のＡらテナント店の営業をＹ会
社の営業と誤認することが通常避け難いということはできないというべきである｡｣
(4). 営業主体の識別のための措置―外観の存在と外観の帰責事由―
｢右認定した事実関係の下においては, Ａの営業について, Ｙ会社が自己の商号
使用を許諾したのと同視できる程度の外観を作出したものと認めるに足りないと
いわなければならない｡ かえって, 右事実によれば, 営業主体の識別のために基
本的にして重要な事項である, 前述のテナント店の店名表示, Ｙ会社店の館内表
示, Ｙ会社とテナント店の従業員の外観上の識別, 代金支払い方法の独自性, 領
収書の発行名義の明記, 包装紙等の区別などについて, Ｙ会社は, Ａの店の前に
は, 他のテナント店と同様にテナント名を記載した吊り看板を設け, 館内表示板
には, 直営売場とテナント店とを区別し, Ａについてはテナント店であることを
示す青文字で 『ペットショップ八島』 と表示し, また, Ａにおいても, 店員がＹ
会社の従業員の制服や名札を着用することなく, 独自に代金の支払いを受けて八
島ペットと記載された領収書を発行し, 包装紙や代済みテープもＹ会社のものと
は異なるものを使用していたことを総合勘案すれば, Ｙ会社の直営売場とテナン
ト店の営業主体の識別のための措置は一応講じられていたということができる｡｣
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
３. 平成７年11月30日最高裁判旨 (原判決破棄・差戻し)
(1). 営業の一部門であるかのような外観とその帰責性について
｢原審の確定した事実関係によれば, Ｙ会社は, チェーンストア形式による総合
小売業などを営む株式会社で, 地上４階建て (屋上あり) の本件店舗でスーパー
マーケットを営んでいたものであり, Ａは, そのテナントとして, 本件店舗屋上
の一部においてペットショップを営んでいたものであるところ, 本件店舗の外部
には, Ｙ会社の商標を表示した大きな看板が掲げられていたが, テナント名は表
示されていなかったというのであり, 本件店舗の内部においても, 本件店舗の４
階から屋上に上がる階段の登り口に設置された屋上案内板や右階段の踊り場の壁
には, 『ペットショップ』 とだけ表示されていて, その営業主体がＹ会社である
かＡであるかは明らかにされておらず, そのほか, Ａは, Ｙ会社の黙認の下に,
契約場所を大きくはみ出し, ４階から屋上に上がる階段の踊り場等に値札を付け
た商品を置き, 契約場所以外の壁に 『大売出し』 と大書した紙を何枚も張りつけ
るなどして, 営業をしていたというのである｡ これらの事実は, 買物客に対し,
Ａの営業があたかもＹ会社の営業の一部門であるかのような外観を与える事実と
いうことができる｡｣
(2). 買物客による営業主体の外観上の区別について
｢他方, 本件においては, … () ないし () の事実 (｢第１. 事案の概要｣ の
() から () に該当する｡ 筆者による｡) も存在するというのであるから, これ
ら事実が, 買物客が営業主体を外観上認識するにつき, どのような影響を与える
かについて検討する｡
(一) Ａの売場では, Ｙ会社直営の売場と異なり, 独自のレジが設けられて対面
販売方式が採られていたが, Ａの取扱商品であるペットは, その性質上, スーパー
マーケット販売方式になじまないものであって, 仮にＹ会社がそれを販売するに
しても, 対面販売の方式が採られてもしかるべきものといえるから, このことか
ら買物客が営業主体を外観上区別することができるとはいえない｡
(二) Ａの従業員はＹ会社の制服等を着用していなかったが, 営業主体が同一の
売場であっても, その売場で取り扱う商品の種類や性質によっては, 他の売場の
従業員と同一の制服等を着用していないことは, 世上ままあり得ることであって,
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このことも買物客にとって営業主体を外観上区別するに足りるものとはいえない｡
(三) Ａの発行するレシートにはＡの名称が記載されていたが, レシート上の名
称は, 目立ちにくい上, 買物客も大きな注意を払わないのが一般であって, 営業
主体を区別する外観としての意味はほとんどない｡
(四) ＡはＹ会社と異なる包装紙や代済みテープを使用していたが, これらは買
物客にとってはＹ会社の包装紙等と比較して初めて判明する事柄であって, 両者
の営業を外観上区別するに足りるものとはいい難い｡
(五) Ａの売場の天井からはテナント名を書いた看板がつり下げられており, ま
た, 本件店舗内数箇所に設けられた館内表示板には, テナント名も記載され, Ｙ
会社の販売する商品は黒文字で, テナント名は青文字で表示されていたが, 天井
からの看板は, 横約センチメートル, 縦約センチメートルという大きさから
して, 比較的目立ちにくいものといえるし, 館内表示板は, テナント名のみを色
で区別して記載しているにすぎないから, 買物客に対し営業主体の区別を外観上
明らかにしているものとまではいい得ない｡
してみれば, これら事実は, これを個々的にみても, また総合してみても, 買
物客にとって, Ａの売場の営業主体がＹ会社でないことを外観上認識するに足り
る事実ということはできない｡
(3). 商法23条の類推適用について
｢以上によれば, 本件においては, 一般の買物客がＡの経営するペットショップ
の営業主体はＹ会社であると誤認するのもやむを得ないような外観が存在したと
いうべきである｡ そして, Ｙ会社は, …本件店舗の外部にＹ会社の商標を表示し,
Ａとの間において, …出店及び店舗使用に関する契約を締結することなどにより,
右外観を作出し, またはその作出に関与していたのであるから, Ｙ会社は, 商法
条の類推適用により, 買物客とＡとの取引に関して名板貸人と同様の責任を負
わなければならない｡｣
第３. 検討
(1). 名板貸責任の性質論・要件論からの批判
平成７年判決については, 以下のような批判がなされている｡ すなわ
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
ち, 平成年商法改正・会社法制定前において, 平成７年判決に関連し
て, 従来の判例の傾向について, ｢判例は, 営業主体の混同の原因とな
る名義使用の許諾をかなり緩やかに解釈し, 混同を生ずべき外観の存在
に対し帰責性が認められれば名板貸責任を肯定してきた｡｣ とし, ｢この
傾向は, 名義使用の事実すらないスーパーのテナントに関する事案にお
いて同条を類推適用した…平成７年の最高裁判決に至ってとくに顕著で
ある｡｣ とした上で, 平成７年判決を含めた裁判例の傾向は, ｢名板貸責
任がともすれば内容の極めて曖昧な信頼や外観を保護するという一般法
理に拡散してゆく危険を内包するものである｡ …名板貸責任の要件の中
心は, 名義の貸与にある｣ との批判である
()
｡
この批判に対しては, 以下の２点において反論できるのではないだろ
うか｡
第１に, 平成７年判決における問題の核心である｡
旧商法条は, ｢自己ノ氏, 氏名又ハ商号ヲ使用シテ営業ヲ為スコト
ヲ他人ニ許諾シタル者ハ自己ヲ営業主ナリト誤認シテ取引ヲ為シタル者
ニ対シ其ノ取引ニ因リテ生ジタル債務ニ付其ノ他人ト連帯シテ弁済ノ責
ニ任ズ｣ と規定していた｡ すなわち, 条文上, 名板貸責任は名義使用の
許諾, すなわち, 批判がいう ｢名義の貸与｣ が要件の中心となっていた｡
したがって, 条文上は, 名板貸人の責任が発生するためには, 明示にし
ろ, 黙示にしろ, ｢名義の貸与｣ がなければならず
()
, ｢名義の貸与｣ がな
い場合には, 当然, 名板貸責任は生じないはずである｡
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() 神作裕之 ｢名板貸責任の要件｣ 法学教室	号 (
年) 
頁｡
() 許諾の態様については, 明示であると, 黙示であると問わない, とされ
ている｡ そして, 単なる不作為で, 僭称されているにすぎない場合は, 黙
示の許諾とされることはないが, 第三者による誤認の可能性との関連にお
いて, 名義使用を不作為に放置することが社会通念上妥当でないと考えら
れる状況では, その不作為は黙示の許諾にあたると解されている｡ 最判昭
・・民集９巻号頁, 最判昭・・民集巻２号
頁, 最
判昭・	・民集巻６号	頁, 最判昭・・判時
号	頁参照｡
たしかに, この批判は, 要件論としては正当である｡ しかし, 平成７
年判決の問題の核心は, 名義使用の許諾がなく, 名義使用による営業の
事実がなく, そのため, 旧商法条が直接適用できない状況であるが,
善意の第三者において営業主体の誤認を生じるような場合には, 旧商法
条を類推適用することによって, 当該第三者の外観に対する信頼を保
護できないか, であった｡
従来, 類推適用においては, 類推適用の基礎
()
, すなわち, ①. 類推適
用される条文における問題状況と類推適用される事案における問題状況
との共通性・類似性, ②. 類推適用する必要性, ③. 類推適用から導か
れる結論の妥当性が必要である, とされている
()
｡
それでは, ｢ペットショップ事件｣ においては, 類推適用の基礎が存す
るといえないのであろうか｡ これら３つの点については, 後に検討を行う｡
第２に, 名板貸責任の趣旨・本質論である｡
上述の批判は, 平成７年判決を含めた裁判例の傾向は, ｢名板貸人責
任がともすれば内容が極めて曖昧な信頼は外観を保護するという一般法
理に拡散していく危険を内包するものである｡｣ というものであった｡
しかし, むしろ, この平成７年判決は, 名板貸責任の趣旨・本質論,
ひいては, 商法・会社法の基本理念の一つである ｢外観主義｣ を実現す
るものといえるのではなかろうか｡
すなわち, 上述したとおり, そもそも, 名板貸責任は, 名板貸人が営
業主体・事業主体であるという外観を信頼して取引をした第三者を保護
するために, 名板貸行為を帰責事由として, 名板貸人に表見的営業主・
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 江頭憲治郎編 『会社法コンメンタール 総則／設立 [１]』 (年, 商
事法務) 頁 (担当：行澤一人) (以下 ｢行澤｣ とする)｡
() 椿寿夫＝中舎寛樹 『解説 類推適用からみる民法 法の解釈がもっとう
まくなる』 (日本評論社, 	年) ４～５頁, 河上正二 『民法総則講義』
(
年, 日本評論社) 頁, 笹倉秀夫 『法解釈講義』 (東京大学出版会,
年) 頁, 椿寿夫 ｢民法における類推適用｣ 法律時報巻７号
頁
以下｡
事業主としての責任を負担させる規定であり, 一般法理である禁反言則
または外観法理のあらわれの一つである, とされる｡
そして, 名板貸責任の要件は, 外観の存在, 外観への帰責性, そして,
外観への信頼であるが, 外観に対する信頼は, 取引の相手方側の適用要
件であるのに対し, 外観に対する帰責事由は名義貸与者側の適用要件で
ある｡ そして, 名板貸責任は, これらの３要件のバランスを図りながら
も, 名板貸人と取引の相手方の利害を調整するものではあるが, 取引の
相手方を優先して保護することを本質とするものである｡ したがって,
信頼の対象となる外観が存在し, その外観に対する信頼が存在するので
あれば, 名義貸与者側の要件である名義貸与を厳格に解釈せずに, 類推
適用を認めるべきある｡
しかし, 旧商法条の類推適用を安易に肯定することは, 名板貸人の
責任を ｢内容の極めて曖昧な信頼や外観を保護する一般法理に拡散して
ゆく｣ ことになるであろう｡ そこで, 重要なことは, 明確な類推適用の
要件の定立となる｡ この点についても, 後に検討を行う｡
(2). 平成７年判決の妥当性・先例的意義について
平成７年判決は, 商人・会社の名称である商号の使用許諾のみならず,
広く, 非商人の氏・氏名, または, 会社以外の法人の名称の使用許諾も
名板貸責任の枠組みで規律していた旧商法条のもとで, 商号使用の許
諾の事実も, 商号使用による営業の事実もない事案に, テナント契約の
もと営業主体を誤認する外観の存在と当該外観の作出に対する責任主体
の関与とが認められる場合には, 旧商法条が類推適用されるとして,
テナント店を入れて営業をしていたスーパーマーケットにテナント店の
債務の弁済責任を負わせた
()
｡
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() 岐孝宏 ｢テナント営業に対するホテル主の名板貸責任 (類推)｣ 法学
セミナー号 (年) 頁｡
ところで, 旧商法条は, 許諾の対象を ｢氏, 氏名又ハ商号｣ と規定
して広く名義と捉えていた｡ したがって, 個人商人の場合には, その氏・
氏名又は商号であり, 会社や会社以外の法人の場合には商号その他の名
称が許諾の対象となっていた
()
｡ すなわち, 条文の解釈上, 商人・会社が
商号の使用を許諾する場合のみならず, 非商人の場合, すなわち, 非商人
の個人が自己の氏・氏名の使用を許諾する場合にも, または, 会社以外
の法人が自己の名称の使用を許諾する場合にも, 同条の直接適用が認め
られていた
()
｡
これに対して, 平成年改正商法条・同年制定会社法９条は, 許諾
の対象を ｢商号｣ に限定した｡ この結果, 条文の解釈上, 上述のような
非商人・会社以外の法人による氏・氏名・名称の使用許諾の事案は, 名
板貸人の責任の適用範囲から排除されることになった
()
｡ この許諾対象の
限定は, 商法１条１項・会社法１条により, 商法は ｢商事｣・｢商人｣・
｢商行為｣ に関する法律, 会社法は ｢会社｣ に関する法律であるとされ,
商法条・会社法９条により, 名板貸の責任主体が ｢商人｣・｢会社｣ に
限定されたことの論理的帰結である, とされる
(	) (
)
｡
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 大隅・前掲注 (１) 
頁, 服部栄三 『商法総則＜第３版＞』 (青林書院,
	年) 頁｡
() 行澤・前掲注 () 頁｡
() 行澤・前掲注 () 頁｡
(	) 行澤・前掲注 () 頁｡
(
) 行澤・前掲注 () 頁においては, ｢平成年改正前商法条の適用
が認められていた非商人による名義使用許諾事例は, 現行法の枠組みでは
名板貸責任から排除されるので, 結局, その場合の善意の第三者保護は,
民法
	条もしくは条によって図られるほかないということになる｡ し
かし, このことによって, 名板貸責任は, 会社もしくは商人の商号に関す
る法規制として純化され, その他の一般的な 『名義使用許諾』 に関する事
例は, 民法によって処理されるというように, いわゆる民法と商法・会社
法の棲み分けがはっきりしたとも言える｡ そして, 名板貸責任に関する平
成年改正の意図は, おそらくここにあったということができる｡｣ とさ
れている｡ また, 得津・前掲注 () 頁においては, ｢平成年会社法・
そこで, その適用対象の限定の評価に関連して, 平成７年判決の現行
法下における妥当性・先例的意義について, 以下のような批判がなされ
た｡ すなわち, ｢平成年改正前の商法旧条では, 商号だけでなく氏,
氏名の使用許諾についても, 名板貸の責任として規定していた｡ この旧
規定の下では名板貸責任は拡張して使われていた｡ たとえば, スーパー
の店舗内で行うテナントの営業がスーパーと区別する標識が無かったた
め, スーパーの営業と誤認させるような外観があったことから, テナン
トの行為について, 商法旧条の類推適用によりスーパーの責任が認め
られた…｡ しかし, 現行法は商人が自己の商号の使用許諾をした場合に
限定しており｣, 平成７年判決が ｢現在でも妥当するか疑問である｡｣ と
の批判である
()
｡
これに対して, 妥当性・先例的意義を肯定する指摘, すなわち, ｢本
判決の意義は, 本条 (会社法９条｡ 筆者による｡) および現行の商法
条の下でも, とくに無効になったと解すべき理由はないと解される｡｣
との指摘がなされた
()
｡
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商法が, 保護の対象を商人・会社の商号に限定したのは, 会社法・商法の
適用範囲の問題にすぎず, それ以外の名称は表見法理 (民条類推適用)
で保護される｡ 改正は, 平成７年最判の先例的意義を変更しない｡｣ とさ
れている｡
() 近藤光男 『商法総則・商行為法 (第６版)』 (有斐閣, 年) 
～
頁
注２｡ 得津・前掲注 (
) 頁・頁参照｡
() 行澤・前掲注 () 	～頁｡ なお, 行澤・前掲注 () 	～頁
においては, スーパーマーケットとテナント業者の ｢営業の一体性という
外観が存在する条件として, スーパー＝テナント契約により, スーパーが
テナントに種々の営業条件を課すことによってテナントの営業をある程度
コントロールし, それによってスーパー自体の顧客吸引力＝ブランド価値
をアップさせているという経済実質関係がある｡ このような, スーパーと
テナントというそれぞれ独立した業者が, いわば垂直型の共同企業体を構
成して事業を遂行しているという経済実質関係こそ, 同最高裁判決におけ
る名板貸責任類推の基礎として取り上げられるべきであろう｡｣ とされて
いる｡ なお, 得津・前掲注 (
) 頁参照｡
このような議論が展開される中, 神戸地裁および大阪高裁は, 平成
年に, 平成７年判決の類推適用の要件論を踏襲する判決を下した｡
では, 上記の批判のように, 平成年改正商法条・平成年制定会
社法９条の下では, 平成７年判決の妥当性・先例的意義は消失したので
あろうか｡
私見としては, 商法条・会社法９条の下では, 平成７年判決の妥当
性・先例的意義は, 部分的には消失したが, 全面的は消失していない,
と考える｡
たしかに, 批判のとおり, 商法改正・会社法制定により, 旧商法条
の ｢氏, 氏名…ヲ使用シテ営業ヲ為スコトヲ他人ニ許諾シタル者…｣ の
部分が削除され, 適用対象から非商人・会社以外の法人による名義使用
の許諾が除外されたことにより, この除外された限度において, 旧商法
条の類推適用を肯定した平成７年判決の妥当性・先例的意義は失われ
た, といえるであろう｡ なぜなら, 商法条・会社法９条の下では, 非
商人・会社以外の法人の事例には商法・会社法は適用されず, 名板貸責
任の類推適用に関する平成７年判決の考え方をあてはめることができな
くなったからである｡
しかし, 平成７年判決の妥当性・先例的意義は, 依然として, 存在す
るものと考えられる｡ 旧商法条は ｢…商号ヲ使用シテ営業ヲ為スコト
ヲ他人ニ許諾シタル者…｣ と規定していた｡ すなわち, 旧商法条は,
当然のことであるが, 商人 (・会社) と商人 (・会社) との間の名板貸
関係をも, その適用対象としていた｡ そして, 旧商法条が類推適用さ
れた平成７年判決の事案は, 商号使用の許諾がなかったため, 会社 (Ｙ
会社) と商人 (Ａ) との間における名板貸責任類似の関係にあった事案
であった｡ したがって, 平成７年判決は, 会社から商人への名板貸類似
の関係の側面において, 旧商法条を類推適用したといえる｡ すなわち,
旧商法条が類推適用された平成７年判決は, 商人・会社と商人・会社
との間における商号使用許諾の面において, 妥当性・先例的意義を依然
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として持ち続けているといえる｡
以上のように, 商法条・会社法９条はその適用対象を商人・会社に
限定したことから, 非商人・会社以外の法人の名板貸を, その適用対象
から排除した｡ この結果, 非商人・会社以外の法人に関する事案には名
板貸責任規定の類推適用の可能性はなくなった｡ すなわち, 非商人・会
社以外の法人が関係する事案に対しては, 平成７年判決の妥当性・先例
的意義はなくなったといえる｡ これに対して, 商人・会社が関係する事案
に対する類推適用は可能性が残されている｡ すなわち, 商人・会社に関し
ては, 依然として, 平成７年判決の妥当性・先例的意義はあるといえる｡
(3). 会社法９条の平成７年判決事案への類推適用の可否について
①. 批判
商法改正・会社法制定の趣旨との関連で, 平成７年判決に対して, 以
下の批判がなされていた｡ すなわち, ｢商法条と会社法９条の立法趣
旨は, 商事・会社に関する外観に対する信頼保護を目的とし, それゆえ,
使用許諾の対象から氏, 氏名を削除し, 商人・会社の名称である商号の
みとした｡ したがって, 商法条と会社法９条｣ を平成７年判決の事案
に ｢類推適用できるとすれば, その立法趣旨を没却するばかりか, 商取
引における予見可能性を奪う｣ との批判である
()
｡
この批判は, どのように捉えたらいいのであろうか｡ この批判につい
ては, 以下のとおり, 捉えることができるのではなかろうか｡
すなわち, 商号の使用許諾の事実も商号使用による営業の事実もない
事案に対して旧商法条の類推適用を肯定した平成７年判決は, 旧商法
条がその適用の対象として非商人による氏・氏名の使用許諾も含めて
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() 諏訪野大 『民法とつながる商法総則・商行為法＜第２版＞』 (商事法務,
	年) 
頁｡
いたこと, および, 旧商法条が商人 (会社) の外観のみならず, 非商
人の外観に対する信頼保護を目的とする規定であることを背景としてい
る｡ これに対して, 商法改正 (商法１条１項)・会社法制定 (会社法１
条) の趣旨, すなわち, 改正商法・会社法は商事・会社に関する法律で
あることを明確にするとの趣旨のもと, 商法条・会社法９条は, 商人・
会社に関する外観に対する信頼保護を目的とし, そのため, その使用許
諾の対象を商人・会社の名称である商号に限定した｡ この使用許諾の対
象を商号に限定したことにより, 商号の使用許諾の事実も商号使用によ
る営業の事実もない事案に対しては, 商法条・会社法９条の類推適用
を認めることはできない｡ なぜなら, 商号の使用許諾も商号使用の事実
もない事案に対する商法条・会社９条の類推適用の肯定は, 商法条・
９条の立法趣旨を没却するのみならず, 商取引における予見可能性を奪
うことにもなるからである, と捉えることができるのではないだろうか｡
②. 平成７年判決の事案への会社法９条の類推適用の可否
このような捉え方が正しいとして, そもそも, 平成７年判決の事案に
対して会社法９条の類推適用を認めることは, 会社法９条の立法趣旨を
没却し, 商取引における予見可能性を奪うことになるのであろうか｡
上述したとおり, 従来, 一般に, 類推適用が認められる要件としては,
類推適用の基礎, すなわち, ①. 類推適用される条文における問題状況
と類推適用される事案における問題状況との共通性・類似性, ②. 類推
適用する必要性, ③. 類推適用から導かれる結論の妥当性が必要とされ,
この類推適用の基礎が認められれば, 類推適用は可能であろう｡
) 本質的共通性・類似性
それでは, 類推適用される会社法９条における問題状況と類推適用さ
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れる事案における問題状況の共通性・類似性とは何であろう｡
それは, 第１に, ｢商号使用に基づく事業・営業を行うことによって
事業主体を誤認混同させる外観の成否ないし存否｣ という問題と本質的
に共通・類似した問題状況, 第２に, ｢商号使用の許諾という外観の帰
責性の成否ないし存否｣ という問題と本質的に共通・類似した問題状況,
そして, 第３に, 外観に対する信頼の成否ないし存否が挙げられよう｡
そして, 会社法９条は, 名板貸人である ｢会社｣ と名板借人である
｢会社｣ または ｢商人｣ との間の名板貸関係 (外観および帰責性) の成
否ないし存否と, 取引の相手方の名板貸人である会社に関する外観に対
する信頼の成否ないし存否が問題となる規定である｡ これに対して, 平
成７年判決は, 名板貸人的立場に立つＹ会社と名板借人的立場に立つ商
人Ａとの間の名板貸類似の関係 (外観および帰責性) の成否ないし存否
と, 取引の相手方Ｘの名板貸人的立場に立つＹ会社関する外観に対する
信頼の成否ないし存否が問題になった事例である｡
以上のように, 類推適用の基礎のひとつである ｢問題状況の共通性・
類似性｣ は存すると考える｡ したがって, 平成年以後に平成７年判決
の事案が発生していたならば, 会社法９条の類推適用が問題になったは
ずである｡
) 類推適用の必要性
それでは, 会社法９条の下での類推適用の必要性とは, 何であろう｡
それは, 会社法９条の立法趣旨である外観に対する信頼の保護である｡
すなわち, 商号使用の許諾, および, 商号使用による事業・営業の事実
がない, したがって, 条文上, 適用要件を満たしていないため直接適用
できず, 取引の相手方を保護することができない｡ しかし, 外観を信頼
して取引した相手方を保護する必要がある｡ そのためには, 会社法９条
の類推適用が必要である, ということである｡
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) 結論の妥当性
(a). 立法趣旨について
以上のように, 平成７年判決における事案に対しては, 会社法９条の
類推適用は可能であると考える｡
しかし, 上述の批判は, 平成７年判決の事案に会社法９条の類推適用
を認めない根拠として, 会社法９条の類推適用を認めることは会社法９
条の立法趣旨を没却させる, というものであった｡
それでは, 会社法９条の類推適用を平成７年判決の事案に認めた場合,
会社法９条の立法趣旨は, 没却されることになるのであろうか｡
平成７年判決の事案に会社法９条の類推適用を認めても, 会社の外観
に対する信頼保護という立法趣旨は没却されることにはならないのでは
なかろうか｡ むしろ, 会社法９条の立法趣旨である会社に関する外観に
対する信頼保護の必要性と, 会社法９条の問題状況と平成７年判決にお
ける事案の問題状況との間に本質的共通性・類似性が認められる場合に
は, 会社法９条の類推適用を認めることは, 会社法９条の立法趣旨に適
合するのではなかろうか｡
ここで問題となるのは, 会社法９条の類推適用の必要性が存在したか
否か, および, 類推適用される条文である会社法９条における問題状況
と平成７年判決における事案の問題状況との間には本質的共通性・類似
性は存在したのか否かである｡
まず, 会社法９条の類推適用の必要性であるが, 先に検討したとおり,
平成７年判決の事案においては, 会社法９条に相当する旧商法条の類
推適用によって取引の相手方を保護する必要性はあったと考える｡
次に, 会社法９条の問題状況と平成７年判決における事案の問題状況
との間には本質的共通性・類似性であるが, 第１に, 会社が事業を行い,
名板貸人的立場に立っているとの外観が存在した, 第２に, 会社自身が
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そのような外観を作出した, または, 会社が, 営業を行っていた商人に
よる外観の作出に関与した, そして, 第３に, 取引の相手方が, 会社が
事業主体として事業を行っているものと信頼して取引を行ったと考えら
れる｡ 以上のことから, 会社法９条の問題状況と平成７年判決における
事案の問題状況との間には本質的共通性・類似性は存在したと考える｡
(b). 予見可能性について
第２に, 上述の批判は, 平成７年判決の事案に会社法９条の類推適用
を認めない根拠として, 平成７年判決の事案に会社法９条の類推適用を
認めると, 商取引における予見可能性を奪うというものであった｡
それでは, 平成７年判決の事案に会社法９条の類推適用を認めると,
商取引における予見可能性を奪われることになるのであろうか｡
そもそも, 一般に, ある条文を類推適用する場合, そのための要件は
明確である必要がある｡ しかも, 妥当なものでなければならない｡ そう
でなければ, 類推適用の対象となる可能性のある当事者は, 不測の事態
に陥る可能性があり, 安心して取引ができなくなるであろう｡
そこで, 問題となるのは, 平成７年判決で判示された類推適用の要件
は, 明確かつ妥当であったか否かである｡ この点についても, 後に検討
する｡
(4). 外観への信頼の不存在
平成７年判決に対して, ｢Ｚ (Ａ) のペットショップに立った時点で,
大半の買物客の認識は 『Ｙ (Ｙ会社) の店舗でペットを買う』 というも
のであろう｡ そこから 『自分に対する売主はＹ (Ｙ会社) である』 とい
う命題を導き得るのは, かなり法的な意識の高い買物客ではなかろうか｡
…, 一般には, 買物に際して営業主体のいかんはそもそも意識されず,
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その意味で外観への信頼は存在しないのが通常であろう｡｣ と批判され
た｡ すなわち, ｢ペットショップ事件｣ は, 外観法理で解決されるべき
ものではないとの批判であった
() ()
｡
これに対して, 以下の２つの反対論が主張された｡
第１に, ｢なるほど, 買物客の多くは, 営業主体にさほど関心を持た
ず, その認識は, Ｙ (Ｙ会社) の店舗で買物をしているという程度のも
のであるのが普通であろう｡ しかし, 買物客がＹ (Ｙ会社) の店舗で買
物をしているという認識を持つのは, 正に, Ｙ (Ｙ会社) が本件店舗全
体を経営しているかのような外観が存するからにほかならない (雑居ビ
ルであれば, 買物客はそのような認識を持つことはない｡)｡ そして, 買
物客は, そのような外観を信頼し, Ｙ (Ｙ会社) の名声, 信用を頼って
買物をするのであり, その信頼は, ―取引業者などのそれと比較すると
漠然としたものであるとしても―商法条の保護の対象とすることにさ
ほど無理があるとは思われない｡｣ との反対論である
()
｡
第２に, ｢営業主の認識とは正確な法人格の認識である必要はなく,
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() 小塚・前掲注 () 頁｡ なお, 本文中の ｢(Ａ)｣ および ｢(Ｙ会社)｣
は筆者によるものである｡
() 大杉・前掲注 () ～頁では, ｢従来の事案はおおむね商取引にお
ける取引相手の誤認に関するものであり, 誤認の相当性 (重過失の有無)
の判断基準も当該具体的状況における標準的商人を想定していたといえる｡
それに対して, 本件では一般消費者の 『信頼』 が問題の焦点となっている｡
平均的な消費者であれば, テナントとスーパーとが異なる法主体であるこ
とについてそもそも注意を払わないことが少なくない｡ 最高裁判決は 『営
業主体 [の] 誤認』 という用語を用いているが, それにもかかわらず, こ
こでの 『信頼』 は, 法主体の誤認というよりも, むしろ品質・価格・サー
ビス・全体の雰囲気等を総合したスーパーのマーケティングに対する選好
を背後に有する, 漠然とした期待, すなわち 『自分はスーパーの中で買物
をしているのだから, 万一の場合にはスーパーが何とかしてくれるだろう』
といった信頼ではないだろうか｡｣ とされている｡
() 河邉・前掲注 () 頁｡ なお, 本文中の ｢(Ｙ会社)｣ は筆者による
ものである｡
自己の取引の帰属主体の認識で足りるといえ, 本件において 『Ｙ (Ｙ会
社) の店舗で買う』 という認識と 『Ｙ (Ｙ会社) が営業主 (売主) であ
る』 という認識には大きな隔たりがあるとは言い難いのではないだろう
か｡ 仮に 『Ｙ (Ｙ会社) が営業主 (売主) である』 という確定的な認識
がなければならないとすると, 契約相手が不明のまま契約が成立してい
ることになってしまう｡｣ との反対論である
()
｡
思うに, 上記の批判は, ｢かなり法的な意識の高い｣ という言辞から,
｢売主｣ については ｢民法典第３編第３章売買｣ にある ｢売主｣ という
法概念を, そして, ｢営業主体｣ については商法学上の法概念を想定し
ているものと推察される｡ そして, この批判は, 外観への信頼の存在を
認定するためには, 法概念としての ｢売主｣・｢営業主体｣ に対する意識・
認識を要するものとし, 大半の買物客は法概念としての ｢売主｣・｢営業
主体｣ に対する意識・認識がない, したがって, 外観への信頼は大半の
買物客には存在しない, と結論付けているものと思われる｡
しかし, 取引の相手方に外観の信頼を肯定するにあたって, 取引の相
手方が, このような民法典上の ｢売主｣ や商法学上の ｢営業主体｣ とい
う法概念に対する意識・認識を持つことが必要なのであろうか｡ すなわ
ち, 取引の相手方は, Ｙ会社を ｢民法典第３編第３章売買｣ にある ｢売
主｣ や, 商法学上の ｢営業主体｣ であると認識していないと外観への信
頼は肯定できないのであろうか｡ Ｙ会社からペットを買うと信じてペッ
トを買ったということで, 十分に, 買物客には, Ｙ会社が法概念として
の ｢売主｣・｢営業主体｣ であると意識・認識があったと考えていいので
はないだろうか｡
また, 名板貸人の責任が生じるためには, 実質上の売主であるＡと
｢法的な意識｣ のない買物客との間に売買契約が成立していることが必
要である｡ そこで, この批判に立った場合, 実質上の売主であるＡと買
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() 清水・前掲注 () 頁｡ なお, 本文中の ｢(Ｙ会社)｣ は筆者によるも
のである｡
主である ｢法的な意識｣ のない買物客との間において, 売買契約が成立
し, Ａが債務を負担していることを, どのように説明するのであろうか｡
さらに, 一般論として, この批判のように, 法概念としての ｢売主｣・
｢営業主体｣ が必要であるとすると, 大半の ｢法的な意識｣ のない買物
客が買物をした場合には, 売買契約はどうなるのであろうか, 不成立ま
たは無効ということになるのだろうか｡
(5). 類推適用の要件
上述のとおり, 問題となるのは, 平成７年判決で判示された類推適用
の要件は, 明確かつ妥当であったか否かである｡
第１審は, 類推適用の要件として, 名板借人的立場にいるＡの営業が,
あたかも, 名板貸人的立場にいるＹ会社の ｢営業の中に組み込まれその
一部となっているかの如き外観を呈し｣, 取引の相手方である買物客か
らすると, ｢特段の事情のない限り｣, 名板借人的立場にいるＡの営業を
名板貸人的立場にいるＹ会社の営業と誤認するのは, ｢むしろ避け難い｣
場合, 取引の安全を保護する見地から, ｢商号使用の許諾があった場合
に準じて, 商法条を類推適用し｣, 名板借人的立場にいるＡの営業を
名板貸人的立場にいるＹ会社の営業と ｢区別するに足りる何らかの標識
が備えられていない限り｣, 名板貸人的立場にいるＹ会社について, 名
板貸人の責任を肯定するのが相当であるというべきである, としている｡
原審は, 名板貸人的立場にいるＹ会社が, 取引の相手方である買物客
において営業主体を ｢誤認するのも止むを得ない外観を作出し｣, また
は, 名板借人的立場にいるＡにおいて ｢そのような外観を作出したのを
放置, 容認していたものと認められる場合で, しかも｣, 名板貸人的立
場にいるＹ会社に ｢商法条にいう商号使用の許諾と同視できる程度の
帰責事由が存すると認められるときは｣, 商法条の類推適用が認めら
れる, とした｡
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最高裁は, 一般の買物客がＡの経営するペットショップの営業主体は
Ｙ会社であると ｢誤認するのもやむを得ないような外観が存在｣ し, そ
して, Ｙ会社は, ｢本件店舗の外部にＹ会社の商標を表示し, Ａとの間
において, 出店及び店舗使用に関する契約を締結することなどにより,
右外観を作出し, またはその作出に関与していたのであるから, Ｙ会社
は, 商法条の類推適用により, 買物客とＡとの取引に関して名板貸人
と同様の責任を負わなければならない｣ とした｡
しかし, 平成７年判決については, ｢事例判決の性質を有するもので
あり, デパートやスーパーに出店しているテナントと買物客との取引に
ついて, スーパー等が商法条の類推適用により一般的に責任を負うと
したものでないことはもとより, 商法条を類推適用するための一般的
法理を明言したものでもない｡｣ との指摘がなされている
()
｡
では, 平成７年判決は, 旧商法条の類推適用を認めるための一般的
法理として意味はないと考えるべきであろうか｡
私見としては, 平成７年判決における類推適用の要件を以下のとおり
まとめることができ, 平成７年判決には一般的法理としての意味が存す
ると考える｡
①. 類推適用の基礎の存在
). 類推適用の必要性
Ｘらは, 本訴において, 以下の５点を, Ｙ会社の責任原因として, 選
択的に主張した
()
｡
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() 河邉・前掲注 () 頁｡
() 河邉・前掲注 () 	頁注 (
) は, ｢一, 二審判決及び本判決の評
釈等の中には, 本件紛争を解決する法理として, スーパー等の支配的地位
に基づく監督義務違反, テナントによる事業拡大のもたらす利益に対する
報償責任, 民法
条の使用者責任, 製造物責任等を検討するものがあり,
(). 動物占有者の責任 (民条１項)
(). 一般不法行為責任 (民条)
(). 契約責任 (民条)
(). 名板貸責任 (商	
条)
(). 名板貸責任の類推適用
まず, ()・()・() は, Ｙ会社自身がインコの売主であるとし
た場合の責任原因である｡ しかし, Ｙ会社は売主ではない｡ したがって,
()・()・() をＹ会社の責任を肯定するための根拠にすることは
できない｡
次に, () および () は, テナントであるＡがインコの売主であっ
て, Ａに ()・()・() の何れかの責任があるとした場合における
Ｙ会社の責任原因である｡ Ａには, これらの責任は, 認められる｡
たしかに, Ａの責任を追及することによりＸの救済・保護が図られる
のであれば, それで十分である｡ しかし, Ａの責任を追及するよりも,
Ｙ会社の責任を肯定したほうが, よりＸの保護に資することになるので
あれば, Ｙ会社の責任を肯定した方がいいであろう｡
() について, 商号使用による営業の許諾の事実も, 商号使用によ
る営業の事実も存在しなかった｡ そのため, 商法	
条の直接適用ができ
なかった｡
そこで, () の旧商法	
条の類推適用が問題となった｡
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商法	
条の枠を超えた多様な法律構成の可能性が示唆されている｡ いずれ
も傾聴すべき見解であるが, 本件事案の処理としては, 弁論主義による制
約があり, 商法	
条を (類推) 適用するか否かを判断するほかない｡ また,
手続法的な制約を離れて, 実体法的な観点から見ても, 本件は民法条
を (類推) 適用するよりは, 商法	
条の適用場面を拡張する方が違和感が
少ないのではなかろうか｡ そうすると, 現行法の下での解決としては, 商
法	
条の (類推) 適用を認めるか,｣ Ｙ会社の ｢損害賠償責任を否定する
かのいずれかの選択肢しかないように思われる｡｣, とされている｡
それでは, 類推適用の基礎はあったのであろうか｡
第１に, 類推適用の必要性である｡
第１審は, ｢取引の安全を保護する見地からして｣ と判示した上で,
商法条の類推適用を認めている｡ そして, 第１審は, ｢取引の安全｣
の保護を類推適用の必要性と捉えていると考える｡
これに対して, 原審および最高裁は ｢取引の安全｣ に言及していない｡
なぜであろうか｡ 思うに, 両裁判所が ｢取引の安全｣ に言及しなかった
のは, 両裁判所とも, 平成７年判決の事案においては, 第１審と同様に,
類推適用の必要性として, 当然に ｢取引の安全｣ を保護する必要性があ
ると考えたからではないだろうか｡
). 類推適用の要件
次に, 類推適用のための要件としては, 類推適用のための基礎である
本質的共通性・類似性である｡ すなわち, 類推適用される条文における
問題状況と類推適用される事案における問題状況との共通性・類似性で
ある｡
それでは, 旧商法条の類推適用のための共通性・類似性とは, なん
であろう｡
旧商法条の類推適用を認めるにあたって, 外観の帰責事由に関して,
第１審は ｢商号使用の許諾があった場合に準じて｣ と述べ, そして, 原
審は ｢商法条いう商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由が存す
ると認められるときに｣ と述べている｡ この原審の判決文が類推適用の
要件のキー・フレーズになると考える｡
そして, このキー・フレーズにならい, 外観の存在については, 旧商
法条にいう商号使用の許諾に基づく営業主体の誤認を生じさせる外観
と ｢同視できる程度の外観が存在すると認められるとき｣ ということに
なろう｡
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(a). 外観の存在
ア) 問題の所在
それでは, 旧商法条の類推適用の要件である商号使用の許諾に基づ
く営業主体の誤認を生じさせる外観と ｢同視できる程度の外観｣ につい
て, どのようなものと考えたらいいであろうか｡
そして, 誤認を生じさせる外観と ｢同視できる程度の外観｣ について,
どのようにして認定したらいいのであろうか｡
イ) 第１審
まず, 外観の内容について, 第１審は, 名板貸人的立場にいる者 (Ｙ
会社) の営業と名板貸人的立場にいる者 (Ａ) の営業を ｢誤認する｣ こ
とが ｢むしろ避け難い｣ 外観としている｡
次に, 外観の存在の認定方法について, 第１審は, ｢取引の安全を保
護する見地からして, 本件においても, 商号使用の許諾があった場合に
準じて, 商法条を類推適用し, Ａの営業をＹ会社の営業と区別するに
足りる何らかの標識が備えられていない限り, Ｙ会社について名義貸人
の責任を肯定するのが相当である｣ と判示している｡ すなわち, 第１審
は, ｢特段の事情｣, すなわち, 名板貸人的立場にいる者の営業 (Ｙ会社)
と名板借人的立場にいる者 (Ａ) の営業を ｢区別するに足りる何らかの
標識
()
｣ の存否を検討している｡
このような基本的な考え方の下, 第１審は, ｢Ａの営業はあたかもＹ
会社店の営業の中に組み込まれその一部となっているかの如き外観を呈
し, Ｙ会社の店舗内で買物をするという意識で来店する一般買物客から
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() 神作・前掲注 () (第１審判批) 頁｡
すると, 特段の事情のない限り, Ａの営業をＹ会社の営業と誤認するの
は, むしろ避け難いところであると思料される｡｣ とし, また, Ｙ会社
がその商号を掲げた４階建てのＹ会社店において, テナント店をして自
己の統一的営業方針に従わせて, 総合小売業として統一的な営業を行っ
ているということを重視して, 営業主体の誤認不可避な外観が存在する,
とした｡ すなわち, 外観の存在について, テナント契約の存在, そして,
同契約に基づく統一的な営業の存在をもって, 原則的に, 外観が存在す
るものとしている｡
そして, 第一審は, 例外的に外観の存在を否定する要因である, Ａの
営業とＹ会社の営業を ｢区別するに足りる何らかの標識｣ について, 以
下のとおり, 判断している｡
まず, 第一審は, 顧客に対して, Ａの営業とＹ会社の営業を ｢区別の
標識としての意味がある程度は有していたもの｣ として, 以下のものを
あげている｡
(). Ｙ会社が, Ａの店の前にテナント名の入った吊り看板を設け
ること
(). 館内表示板の項にテナントであることを示す青文字でペッ
トショップ八島と表示していたこと
(). Ａも, 独自のレジで八島ペットと記載されたレシートを発行
していたこと
(). Ｙ会社の制服を着用していないこと
(). 包装紙, 代済テープもＹ会社のものとは異なるものを使用し
ていたこと
しかし, 第一審は, 上記の顧客にとって営業の ｢区別の標識としての
意味がある程度は有｣ するとした項目について, 以下の事情をあげて,
区別する標識としては ｢いまだ十分でない｣ と判断し, 営業主体の誤認
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不可避な外観の存在を認定している｡
(). 屋上 (５階) には, Ａのペットショップと屋上遊園地 (子供
用遊戯器械が置いてあるもの) があるだけで, Ｙ会社直営の営
業部分は存在しなかったこと
(). ４階から屋上への登り口に設置された屋上案内板等にもペッ
トショップと記載されていたのみで, Ａの名称 (商号) は表示
されていなかったこと
(). Ａは, 屋上に上がる階段の踊り場から階段を上がったホール
等に値札をつけた自己の商品を置き, 契約場所以外の壁に大売
り出しと書いた紙を何枚も貼り, また, 屋上戸外に釣堀を設置
してこれを管理するなど, 契約場所を大きくはみ出して営業し
ていたこと
(). Ａの店の前の吊り看板は, 比較的小さいもので, 目立ちにく
いこと
(). １階ないし２階で営業するテナント４店 (小出カメラ, つじ
むら, コミヤ, ナヲミ) は同型の吊り看板の他に, それぞれの
賃借り部分の外側に沿って天井から自己の名称 (商号) を表示
した独自の看板を吊り下げるなどしていたこと,
(). Ｙ会社が館内表示板にテナントを青文字で表示していたとし
ても, 顧客がその表示板を見てから買物をするとは限らず, ま
た見たとしても, 青文字で表示された部分について営業主体が
異なることを意味すると理解できるとは限らないこと,
(). 取り扱う商品によっては, Ｙ会社直営でもＹ会社の制服を着
用しない場合があり (たとえば, Ｙ会社直営の１階医薬品売場
の店員は, 白衣を着用している｡), 店員が制服を着用していな
かったとしてもＹ会社の営業でないとはいえないこと
(	). 本来Ｙ会社舗内でのテナントの営業がＹ会社の営業と誤認さ
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れやすいこと
結論として, 第１審は, 外観の存在を肯定した｡
ウ) 原審
まず, 原審は, 外観について, ｢Ｙ会社において買い物客がそのよう
な誤認をするのも止むを得ない外観｣, また, ｢Ｙ会社が自己の商号使用
を許諾したのと同視できる程度の外観｣ と判示している｡
次に, 外観の存在の認定については, 原審は, 取引の相手方 (買物客)
が, ｢誤認をするのも止むを得ない外観｣ の存否について, 名板借人的
立場にいる者 (Ａ) の ｢表示やその営業行為を全体的に観察して客観的
に判断すべきである｣ とする｡ また, 原審は, 外観の存在を否定する要
因として, ｢営業主体の識別のための措置｣ について着目して, 外観の
存在を判断しようとした｡
原審は, このような基本的な考え方の下, 買い物客がＹ会社店内の個々
のテナント店で買い物をする場合について, その店名の表示の有無, 領
収書の発行名義, 包装紙や代済みテープ及び店員の服装のＹ会社の売場
との相違など, ｢テナント店の表示やその営業行為を全体的に観察して
客観的に判断すべきである｡｣ とし, 第１審が外観の存在について重要
視した ｢Ｙ会社がその商号を掲げた４階建てのＹ会社店において, テナ
ント店をして自己の統一的営業方針に従わせて, 総合小売業として統一
的な営業を行っているということ｣ は, 客観的判断の一事情である, と
している｡ そして, 原審は, ｢営業主体の識別のために基本的にして重
要な事項｣ として, 以下の項目をあげている｡
(). テナント店の店名表示
(). Ｙ会社店の館内表示
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(). Ｙ会社とテナント店の従業員の外観上の識別
(). 代金支払い方法の独自性
(). 領収書の発行名義の明記
(). 包装紙等の区別
原審は, 上記項目に関して, 以下のとおり, ｢総合勘案すれば, Ｙ会
社の直営売場とテナント店の営業主体の識別のための措置は一応講じら
れていた｣ ということができる, と判示した｡
(). Ｙ会社は, Ａの店の前には, 他のテナント店と同様にテナン
ト店名を記載した吊り看板を設けていること
(). 館内表示板には, 直営売場とテナント店とを区別し, Ａにつ
いてはテナント店であることを示す青文字で ｢ペットショップ
八島｣ と表示していること
(). Ａにおいても, 店員がＹ会社の従業員の制服や名札を着用し
ていなこと
(). 独自に代金の支払いを受けていること
(). 八島ペットと記載された領収書を発行していること
(). 包装紙や代済みテープもＹ会社のものとは異なるものを使用
していたこと
結論として, 原審は, 第１審とは異なり, 外観の存在を否定した｡
エ) 最高裁
まず, 最高裁は, 外観の内容について, ｢一般の買物客がＡの経営す
るペットショップの営業主体はＹ会社であると誤認するのもやむを得な
いような外観｣ とした｡
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
次に, 最高裁は, 外観の存在の認定方法について, 原審の基本的に同
様の方法で, 諸事実を全体的客観的に検討する方法を採用しているもの
と考える｡ また, 最高裁は, 原審と同様に, 外観の存在を否定する要因
として, ｢営業主体を外観上区別する事実｣ の存在を検討した｡
このような基本的な考え方の下, 最高裁は, 以下の事実を認定して,
｢Ａの営業があたかもＹ会社の営業の一部門であるかのような外観を与
える事実ということができる｡｣ とし, ｢本件においては, 一般の買物客
がＡの経営するペットショップの営業主体はＹ会社であると誤認するの
もやむを得ないような外観が存在した｣ と判示している｡
(). Ｙ会社がチェーンストア形式の総合小売業を営む株式会社で
４階建ての店舗でスーパーマーケットを営んでいたこと
(). Ａはテナントとして屋上でペットショップを営んでいたこと
(). 店舗外部の表示および内部の表示から, ペットショップの営
業主体が明らかにされていなかったこと
(). Ｙ会社の黙認の下, 階段踊り場等の値札を付けた商品を置き,
契約場所以外の壁に大売り出しを大書した貼り紙をして営業を
していたこと
次に, 最高裁は, 外観の存在を否定する要因としての ｢営業主体を外
観上区別する事実｣ について, 以下の項目をあげて, その項目について,
｢買物客が営業主体を外観上認識するにつき, どのような影響を与える
かについて｣ 検討した｡
(). 販売方法
(). 制服
(). レシート
(). 包装紙・代済みテープ
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(). 売場の天井か吊り下げられて看板のテナント名
そして, 最高裁は, 以下の事実について, ｢これら事実は, これを個々
的にみても, また総合してみても, 買物客にとって, Ａの売場の営業主
体がＹ会社でないことを外観上認識するに足りる事実ということはでき
ない｡｣ とした｡
(). Ａの売場では, Ｙ会社直営の売場と異なり, 独自のレジが設
けられて対面販売方式が採られていたが, Ａの取扱商品である
ペットは, その性質上, スーパーマーケット販売方式になじま
ないものであって, 仮にＹ会社がそれを販売するにしても, 対
面販売の方式が採られてもしかるべきものといえるから, この
ことから買物客が営業主体を外観上区別することができるとは
いえない｡
(). Ａの従業員はＹ会社の制服等を着用していなかったが, 営業
主体が同一の売場であっても, その売場で取り扱う商品の種類
や性質によっては, 他の売場の従業員と同一の制服等を着用し
ていないことは, 世上ままあり得ることであって, このことも
買物客にとって営業主体を外観上区別するに足りるものとはい
えない｡
(). Ａの発行するレシートにはＡの名称が記載されていたが, レ
シート上の名称は, 目立ちにくい上, 買物客も大きな注意を払
わないのが一般であって, 営業主体を区別する外観としての意
味はほとんどない｡
(). ＡはＹ会社と異なる包装紙や代済みテープを使用していたが,
これらは買物客にとってはＹ会社の包装紙等と比較して初めて
判明する事柄であって, 両者の営業を外観上区別するに足りる
ものとはいい難い｡
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(). Ａの売場の天井からはテナント名を書いた看板がつり下げら
れており, また, 本件店舗内数箇所に設けられた館内表示板に
は, テナント名も記載され, Ｙ会社の販売する商品は黒文字で,
テナント名は青文字で表示されていたが, 天井からの看板は,
横約センチメートル, 縦約センチメートルという大きさか
らして, 比較的目立ちにくいものといえるし, 館内表示板は,
テナント名のみを色で区別して記載しているにすぎないから,
買物客に対し営業主体の区別を外観上明らかにしているものと
まではいい得ない｡
結論として, 最高裁は, 外観の存在を肯定した｡
オ) 小括
｢ペットショップ事件｣ から得られる判決の考え方は, 以下のとおり,
まとめることができる｡
第１に, 外観の内容としては, 一般買物客が営業主体を誤認するのを
避け難い外観, または, 一般買物客が営業主体を誤認するのも止むを得
ない外観としている｡ このような外観が, まさに, 先に述べた, 商号使
用許諾に基づく営業主体の誤認を生じさせる外観と ｢同視できる程度｣
の外観ということになろう｡
第２に, 外観の存在の認定方法については, 以下の点がポイントにな
る｡
第１のポイントは, 外観の存在を肯定する要因および否定する要因を
全体的・総合的判断している点である｡ すなわち, ｢ペットショップ事
件｣ においては, 営業主体の誤認を生じさせる外観の典型例である商号
使用に基づく営業の事実がない｡ そこで, 外観の存在については, テナ
ント契約に基づく統一的営業, スーパーマーケットの外観, 営業の態様,
中京法学巻３・４号 (年) ()
店舗の構造, 店舗内の案内表示板, 看板, 従業員の服装, レシートなど
を全体的・総合的に観察して判断することになった
() ()
｡ そして, テナント
契約に基づく統一的営業が存在する場合には, 原則として, 一般買物客
が営業主体を誤認するのを避け難い外観, または, 一般買物客が営業主
体を誤認するのも止むを得ない外観が存在するものとしている｡
第２のポイントは, 例外的に, 外観を否定する要因として, 営業主体
の識別・区別に関する標識・措置が存在するか否かを検討している点で
ある｡
第１審判決は ｢Ａの営業をＹ会社の営業と区別するに足りる何らかの
標識｣, 原審は ｢営業主体の識別のための措置｣, そして, 最高裁は ｢営
業主体を外観上区別する事実｣ を検討している｡ そして, この営業の識
別・区別の標識・措置の存在の検討は, 外観の存在を否定する要因の検
討になる｡
また, この営業の識別・区別の標識・措置の存在は, 外観の帰責性に
も, 外観の信頼にも, 関係してくるものであると考える｡ なぜなら, こ
の識別・区別の標識を備えていることは, 誤認することもやむを得ない
外観の自らの作出, または, 外観作出への関与を阻止・否定する要素と
なるからである｡ また, この識別・区別の標識・措置の存在は, 取引の
相手方が営業主体の誤認, すなわち, 外観への信頼を阻止・否定するこ
とになるからである｡
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 小塚・前掲注 () 頁｡
() 米沢・前掲注 (１) 頁においては, 外観の存在については, ｢使用許
諾の客体が氏・氏名など商号以外の名称の場合には, その名称に使用によっ
て直ちに使用許諾者が営業主であるという外観が構成される場合は少なく,
その名称の使用許諾のほかに, 使用許諾者が営業主であるという外観を構
成する客観的事情が同時に存在しているのが常態であろう｡｣ とされてい
る｡
(b). 外観の帰責事由
ア) 問題の所在
それでは, 旧商法条の類推適用の要件である商号使用の許諾と ｢同
視できる程度の帰責事由｣ について, どのようなものと考えたらいいの
であろうか｡
そして, ｢商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣ について,
どのようにして認定したらいいのであろうか｡
イ) 第１審
まず, 第１審は, 帰責事由について, ｢商号使用の許諾があった場合
に準じて｣ と判示している｡ これは, 帰責事由の要件の一般論を示した
ものと考えられる｡
次に, 第１審は, 帰責事由について, 具体的事実を提示しながら, 以
下の３点に言及している｡
第１に, 第１審は, 以下の ｢事実関係のもとでは, Ａの営業はあたか
もＹ会社店の営業の中に組み込まれその一部となっているかの如き外観
を呈し, …, 一般買物客からすると, Ａの営業とＹ会社の営業と誤認す
るのは, むしろ避け難い…｡ したがって, 取引の安全の見地からして,
本件においても, 商号使用の許諾があった場合に準じて, 商法条を類
推適用し, …Ｙ会社について名義貸人の責任を肯定するのが相当である
というべきである｡｣ と述べている｡
(). Ｙ会社は, Ｙ会社の商標を大きく掲げた４階建て建物 (屋上
あり) を店舗として自己の営業を行っていたこと
(). その店舗内の一部に出店を許したテナントに対し, Ｙ会社店
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の統一的な営業方針に従い, その繁栄と信用保持に最善の努力
を尽くすことを要求するとともに, 営業時間, 休業日, 商品等
の搬出搬入, 売上金の管理, 取扱品目変更の原則的禁止など様々
な営業上の制約を課していたこと
(). 店内数か所にテナントの表示を含む店内 (館内) 案内板を設
けていたこと
(). ()から () から, 総合小売業としての店舗全体の営業を
統一的に行っていたこと
第２に, 以下の事実から, ｢Ｙ会社には, 営業主体を誤認させるよう
な外観作出について, ｢本件テナント契約の締結のみに止まらない帰責
事由があるというべきである｡｣ と判示している｡
(). 顧客に対する屋上案内板等にペットショップがあることを積
極的に表示していたこと
(). Ａが契約場所を大きくはみ出して営業するのを黙認していた
こと
第３に, 第１審は, 上述のとおり, ｢本件テナント契約の締結｣ も,
帰責事由としている｡
結論として, 第１審は, 帰責事由を肯定した｡
ウ) 原審
第１に, 原審は, ｢Ｙ会社において買い物客がそのような誤認をする
のも止むを得ない外観を作出し, あるいは, Ａがそのような外観を作出
したのを放置, 容認していたものと認められる場合で, しかも, Ｙ会社
に商法条にいう商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由が存する
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と認められるとき｣ と判示して, 旧商法条の類推適用の一般論的要件
を提示している｡
すなわち, 原審は, 帰責事由について, 以下の２点を要件とし, 二元
的構成をとっている
()
｡
(). ｢Ｙ会社において買い物客がそのような誤認するのもやむを
得ない外観の作出, あるいは, Ａがよるそのような外観を作出
したのを放置, 容認していたものと認められる場合で｣
(). ｢しかも, Ｙ会社に商法条にいう商号使用の許諾と同視で
きる程度の帰責事由が存するとき｣
他方で, 原審は, 帰責事由に用いた ｢商号の使用の許諾と同視できる
程度｣ という文言を外観の存在にも用いている｡ すなわち, 原審は, 外
観の存在と外観の帰責事由とを結びつけて, 第１審の ｢事実関係の下に
おいては, Ａの営業について, Ｙ会社が自己の商号使用を許諾したのと
同視できる程度の外観を作出したものと認めるに足りないといわなけれ
ばならない｡｣ と判示している｡ その上で, 原審は, 第１審が外観の存
在を否定する要因としてあげていた ｢営業主体の識別｣ のための事項に
ついて, ｢基本的にして重要な事項｣ として, 検討している｡
(). テナント店の店名表示
(). Ｙ会社店の館内表示
(). Ｙ会社とテナント店の従業員の外観上の識別
(). 代金支払い方法の独自性
(). 領収書の発行名義の明記
(). 包装紙等の区別
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() 神作・前掲注 () (第２審判批) 頁参照｡
そして, 原審は, 上記の重要事項について, 以下のとおり, 事実認定
して, これらの事実を ｢総合勘案すれば, Ｙ会社の直営売場とテナント
店の営業主体の識別のための措置は一応講じられていたということがで
きる｡｣ とした｡
(). Ｙ会社は, Ａの店の前には, 他のテナント店と同様にテナン
ト名を記載した吊り看板を設けていたこと
(). 館内表示板には, 直営売場とテナント店とを区別し, Ａにつ
いてはテナント店であることを示す青文字で 『ペットショップ
八島』 と表示していたこと,
(). Ａにおいても, 店員がＹ会社の従業員の制服や名札を着用す
ることなく, 独自に代金の支払いを受けて八島ペットと記載さ
れた領収書を発行していたこと
(). 包装紙や代済みテープもＹ会社のものとは異なるものを使用
していたこと
結論として, 原審は, 帰責事由を否定した｡
エ) 最高裁
上述のとおり, 原審は, 帰責事由について, 二元的構成を採用してい
る｡
(). ｢Ｙ会社において買い物客がそのような誤認するのもやむを
得ない外観の作出, あるいは, Ａがよるそのような外観を作出
したのを放置, 容認していたものと認められる場合で｣
(). ｢しかも, Ｙ会社に商法条にいう商号使用の許諾と同視で
きる程度の帰責事由が存するとき｣
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里)()
これに対して, 最高裁は, 帰責事由について, 以下のように一元的構
成を採用している｡
｢右外観を作出し, またはその作出に関与していた｣
つまり, 最高裁は, 上記原審の () の営業主体の誤認が生ずるのも
やむを得ない外観の作出, または, Ａによるそのような外観の作出の放
置・容認の部分を採用して要件としている｡ しかし, 最高裁は, 上記原
審の () ｢商法条にいう商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事
由の存在｣ は要件としていない｡
そして, 最高裁は, 以下の点を指摘して, ｢外観を作出し, またはそ
の作出に関与していたのであるから, Ｙ会社は, 商法条の類推適用に
より, 買物客とＡとの取引に関して名板貸人と同様の責任を負わなけれ
ばならない｡｣ と判示している｡
(). Ｙ会社は, 本件店舗の外部に, Ｙ会社の商標を表示していた
こと
(). Ｙ会社が, Ａとの間において, テナント契約を締結していた
こと
結論として, 最高裁は, 帰責事由を肯定した｡
オ) 小括
上述したとおり, 原審の判決と最高裁の判決には, 次の点で相違があ
る｡ すなわち, ｢…, しかも, Ｙ会社に商法条にいう商号使用の許諾と
同視できる程度の帰責事由が存すると認められるとき｣ という点である｡
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この点について, 両者の考え方は, 異なるのであろうか, それとも,
両者の考え方は, 同一内容なのであろうか｡
この両者の相違に関して, 上記原審の () の ｢『商号使用の許諾と
同視できる程度の帰責事由』 は, 最高裁では, 『外観の作出または外観
作出への関与』 に軽減されている｡｣ との指摘がある
()
｡
これに対して, ｢原審は, 帰責事由については, これが 『商号使用の
許諾と同視できる程度』 のものであることを要するとしているところ,
本判決ではこの点を明言していない｣, しかし, 最高裁は, 帰責事由に
つき, ｢商号使用の許諾と同視できる程度｣ と ｢同様の法的評価を要す
ることを当然の前提とした上で｣, ｢商号使用の許諾と同視できる程度｣
のものであることを要するとすることを ｢肯定したものである｣ との指
摘がある
()
｡
どちらの指摘が, 妥当なのであろうか｡
先に検討したとおり, 旧商法条を類推適用するためには, 類推適用
の基礎, すなわち, 類推適用の必要性, および, 問題状況の共通性・類
似性が必要である｡ したがって, 旧商法条を類推適用するためには,
旧商法条の帰責事由要件である ｢商号使用の許諾｣ と ｢同視できる程
度の帰責事由｣ がなければならないはずである｡
最高裁は, この ｢商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣ には
言及していない｡ では, なぜ, 最高裁は, 言及しなかったのであろうか｡
最高裁が言及しなかったのは, 当然のことであると考えたから言及しな
かったのではないだろうか｡ つまり, 最高裁は, 帰責事由に関して,
｢外観を作出し, またはその作出に関与していた｣ こと, そして, この
ような ｢作出｣・作出への ｢関与｣ は, 当然, ｢商号使用の許諾と同視で
きる程度｣ でなければならないと考えたのではないだろうか｡ この点で,
最高裁の判決は, 若干, 言葉足らずであった｡
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() 小塚・前掲注 () 頁｡
() 河邉・前掲注 () 頁｡
これに対して, 原審は ｢…外観の作出, もしくは, …外観を作出した
のを放置, 容認…場合で, しかも, Ｙ会社に商法条にいう商号使用の
許諾と同視できる程度の帰責事由が存するとき｣ と判示し, 判決の文言
を見る限り, 帰責性の要件が二元的構成になっている｡ しかし, 原審も,
｢しかも｣ を用いずに, ｢…外観の作出, もしくは, …外観を作出したの
を放置, 容認…場合で｣, ｢Ｙ会社に商法条にいう商号使用の許諾と同
視できる程度の帰責事由｣ であることを要する, と判示すればよかったの
ではないだろうか｡ この点で, 原審の判決は, 若干, 言葉が過ぎていた｡
そこで, 問題になるのは, ｢商号使用の許諾と同視できる程度｣ である｡
それは, まさに, 社会通念上, 一般の第三者に, 営業主体の誤認を生
じさせる程度と考えるべきである｡ ｢ペットショップ事件｣ でいえば,
買い物客が営業主体を誤認する程度である｡ なぜなら, 名板貸人の責任
は, 営業主体の誤認が生じている場合に認められ, その営業主体の誤認
を生じさせる帰責事由が商号使用の許諾だからである｡
最後に, 第１審は, 帰責事由に関して, ｢商号の許諾があった場合に
準じて｣ と判示している｡ この ｢商号の許諾があった場合に準じて｣ は
まさに ｢商号使用の許諾と同視できる程度｣ と同義であろう｡
(c). 外観の信頼
｢誤認｣, すなわち, 外観の信頼については, 第１審・原審・最高裁,
いずれも, 単独の要件の問題としては取り扱っていない｡
しかし, いずれも, 外観の存否に関連して, 一般買物客が ｢誤認する
のもやむを得ない外観｣ の存否の問題の中で取り扱っている｡ したがっ
て, もし ｢誤認するのもやむを得ない外観｣ の存在が肯定されるなら,
誤認について, 善意かつ無重過失であったことを判断することは不要で
あるとも考えられる
()
｡
しかし, 外観の存在と外観の信頼は, 別個の問題として解決すべきで
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ある｡ なぜなら, 外観の存在は取引の相手方一般の誤認の問題であるの
に対し, 外観の信頼は問題となった事案の具体的な取引の相手方の誤認
の問題であるからである｡ すなわち, 一般の取引の相手方に誤認が生ず
るような外観が存在する場合であっても, 個別具体的な取引の相手方が
悪意である場合, または, 善意かつ重過失である場合があると考えるか
らである｡ また, そもそも, 従来の判例・裁判例においては, 誤認が生
ずる場合の典型例である条文上の適用要件である ｢商号使用による事業・
営業の許諾｣ があり, したがって, 事業主体・営業主体の誤認混同を生
じさせる外観が存在する場合であっても, 取引の相手方の悪意・重過失
が問題とされてきたと考えるからである
()
｡
(d). まとめ
平成７年判決においては, 旧商法条の類推適用の可否が問題になっ
たが, 上述のとおり, 平成７年判決の検討に関連して, 旧商法条の類
推適用については, 多くの問題点が指摘され, 批判されていた｡
第１に, 名板貸責任の要件論からの批判である｡ すなわち, 名板貸責任
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里)()
() 小塚・前掲注 () 頁においては, ｢差戻審は何を審理すべきなのか｡
商法条本来の要件とパラレルに考えるならＸの重過失が争われ得るが,
本件では外観の存在が一般買物客を基準に判断されているから, これでは
屋上に屋を架することになりかねない｡｣ とされている｡
() たとえば, 最高裁昭和年１月日判決は, 上告会社大阪出張所の名義
を使用して営業をすることを黙認されていた事案において, ｢商法条の
名義貸与者の責任は, その者を営業者なりと誤認して取引をなした者に対
するものであって, たとえ誤認が取引をなした者の過失による場合であっ
ても, 名義貸与者はその責任を免れ得ないものというべく, ただ重大な過
失は悪意と同様に取り扱うべきものであるから, 誤認して取引をなした者
に重大な過失があるときは, 名義貸与者はその責任を免れるものと解する
のを相当とする｡｣ とした上で, 取引の相手方の重過失を否定している｡
民集巻１号頁｡
の要件の中心は名義の貸与であって, 名義の貸与がない場合には, 旧商
法条の直接適用はもちろん, 類推適用もできない, というものであった｡
しかし, 問題の核心は, 名義使用の許諾がなかった場合でも, 善意の
第三者に対して営業主体の誤認を生じさせるような状況において, 商法
条を直接適用できないが, 商法条を類推適用することによって, 当
該第三者を保護できないか, という点である｡
類推適用においては, 類推適用の基礎
()
, すなわち, 類推適用する必要
性, および, 類推適用される条文における問題状況と類推適用される事
案における問題状況との共通性・類似性が必要である｡ 換言すれば, 類
推適用の基礎があれば, 類推適用は認められる｡
結論としては, 明示または黙示の名義使用の許諾がない場合において
も, ｢名義ヲ使用シテ営業ヲ為スコトヲ他人ニ許諾シタル｣ と同視し得
る帰責事由があり, その帰責事由によって, 第三者が営業主体の誤認を
する外観が生じ, 第三者がその外観を信頼し, 類推適用をして当該第三
者を保護する必要性があるときは, 商法条の類推適用を認めることは
可能であると考える｡
第２に, 平成７年判決に存する類推適用のための規範の妥当性・先例
的意義に関する批判である｡ すなわち, 平成年商法改正・同年制定会
社法によって, 商法条・会社法９条の適用対象が商人・会社の商号の
許諾に限定され, この限定によって, 商号の許諾の事実のない事案に旧
商法条の類推適用を肯定した平成７年判決は, 妥当性・先例的意義を
消失した, とする批判である｡
確かに, 平成年商法改正・会社法制定によって, 商号以外の非商人・
会社以外の法人の名称は名板貸の対象から排除された｡ この結果, 非商
人・会社以外の法人の名称に関する事案には, 名板貸責任規定の類推適
用の可能性はなくなった｡ すなわち, 非商人・会社以外の法人が関係す
中京法学巻３・４号 (	
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頁｡
る事案に対しては, 平成７年判決に存する類推適用の規範としての妥当
性・先例的意義はなくなった｡ これに対して, 商法条・会社法９条は,
商人・会社に関係する営業主体・事業主体の誤認に関係する事案に対し
ては, 類推適用する可能性が残されている｡ すなわち, 商人・会社の営
業主体の誤認に関しては, 商人・会社における事案に関する限りでは,
依然として, 平成７年判決に存する類推適用の規範としての妥当性・先
例的意義はあるといえる｡
第３に, 商法条・会社法９条の類推適用の影響に関する批判である｡
すなわち, 平成７年判決に対して, ｢商法条と会社法９条の立法趣旨
は, 商事・会社に関する外観に対する信頼保護を目的とし, それゆえ,
使用許諾の対象から氏, 氏名を削除し, 商人・会社の名称である商号の
みとした｡ したがって, 商法条と会社法９条を｣ 商号使用の許諾も商
号使用による営業の事実もない平成７年判決の事案に ｢類推適用できる
とすれば, その立法趣旨を没却するばかりか, 商取引における予見可能
性を奪う｡｣ との批判がなされていた
()
｡
ところで, 類推適用が肯定されるためには, ハードルが２つある｡
第１のハードルは, 類推適用の基礎があるかどうかである｡ すなわち,
類推適用の基礎があれば, 類推適用は可能であり, 類推適用の基礎が無
ければ類推適用はできない｡
第２のハードルは, 類推適用の妥当性・法的安定性・予見可能性を担
保する適用要件の明確性である｡ 上述のとおり, ｢ペットショップ事件｣
における３つの判決から, 以下のとおり, 裁判規範として類推適用の要
件が導かれたと考える｡
まず, 会社法９条の類推適用のための要件については, 原審の ｢商号
使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣ がキー・フレーズになると考
える｡ そして, このキー・フレーズにならい, 会社法９条の類推適用の
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里)()
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要件を考えることができるのではないだろうか｡ すなわち, 会社法９条
の類推適用が認められるためには, ｢商号使用の許諾と同視できる程度
の帰責事由｣, そして, ｢商号使用の許諾に基づく営業主体の誤認を生じ
させる外観と同視できる程度の外観｣ を要することになると考えること
ができるのではないだろうか｡ 詳述すると以下のとおりになる｡
第１に, ｢商号使用の許諾に基づく営業主体の誤認を生じさせる外観
と同視できる程度の外観｣, すなわち, ｢一般の第三者が営業主体を誤認
するのもやむを得ない外観｣ が存在することである｡ そして, テナント
による営業の場合には, 原則として, 営業の統一的な一体性が認められ,
営業主体の誤認を生じさせる外観の存在が認められる｡ ただし, 例外的
に, 営業主体の区別・識別のための措置がとられることによって, 当該
外観の発生・存在を阻止ないし否定することができる｡ この区別・識別
のための措置は, 第２の帰責事由の判断においても重視される｡
第２に, 第１の外観の ｢作出｣, または, 第１の外観の ｢作出への関
与｣ があって, それらが ｢商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣
であることである｡ そして, テナントによる営業の場合には, テナント
契約の締結が帰責事由の主要な要素となる｡ また, 上述のとおり, 営業
主体の区別・識別のための措置を施しておくことは, 帰責事由の否定に
なる｡
第３に, 第１の外観に対する信頼, すなわち, 従来通りの要件である,
善意かつ無重過失である｡ そして, テナントによる営業の場合には, 原
則として, 営業主体の誤認を生じさせる外観が存在している｡ そのため,
善意かつ無重過失が推定される｡ したがって, 名板貸人的立場に立つ者
が取引の相手方の悪意, または, 善意かつ重過失を立証しない限り, 名
板貸人的責任を負担することになる｡
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